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令 和 ２ 年 度

佐 倉 市 予 算 書



.



佐倉市一般会計補正予算（第９号）



.



議案第２号

令和２年度佐倉市の一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところによる。

　　（歳入歳出予算の補正）
第１条 　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ151,178千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ73,044,999千円とする。
２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　（継続費の補正）
第２条　継続費の追加は、「第２表　継続費補正」による。

　　（繰越明許費の補正）
第３条　繰越明許費の追加は、「第３表　繰越明許費補正」による。

　　（債務負担行為の補正）
第４条　債務負担行為の追加、及び変更は、「第４表　債務負担行為補正」による。

　　（地方債の補正）
第５条　地方債の追加は、「第５表　地方債補正」による。

令和２年１１月２４日提出

佐 倉 市 長 西 田 三 十 五

令和２年度　佐倉市一般会計補正予算（第９号）





















佐倉市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）





議案第３号

令和２年度佐倉市の国民健康保険特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

　　（歳入歳出予算の補正）
第１条 　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ10,193千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ17,725,585千円とする。
２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　（債務負担行為の補正）
第２条　債務負担行為の追加は、「第２表　債務負担行為補正」による。

　　　

令和２年１１月２４日提出

佐 倉 市 長 西 田 三 十 五

- 17 -

令和２年度　佐倉市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）









佐倉市農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号）



.



議案第４号

令和２年度佐倉市の農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　　（歳入歳出予算の補正）
第１条 　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ2,850千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ18,612千円とする。
２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　（債務負担行為）
第２条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担することができる事項、期間及び限度額は、「第２表　債務負担行為」による。

　　　

令和２年１１月２４日提出

佐 倉 市 長 西 田 三 十 五

令和２年度　佐倉市農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号）









佐倉市介護保険特別会計補正予算（第３号）





議案第５号

令和２年度佐倉市の介護保険特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

　　（歳入歳出予算の補正）
第１条 　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ38,763千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ12,617,389千円とする。
２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　（債務負担行為）
第２条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担することができる事項、期間及び限度額は、「第２表　債務負担行為」による。

　　　

令和２年１１月２４日提出

佐 倉 市 長 西 田 三 十 五

令和２年度　佐倉市介護保険特別会計補正予算（第３号）









佐倉市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）





議案第６号

令和２年度佐倉市の後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　　（歳入歳出予算の補正）
第１条 　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ2,013千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ2,662,108千円とする。
２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　　

令和２年１１月２４日提出

佐 倉 市 長 西 田 三 十 五

令和２年度　佐倉市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）









　

　

　 （１）

令 和 ２ 年 度

佐 倉 市 一 般 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書

佐 倉 市 予 算 に 関 す る 説 明 書



令和２年度佐倉市一般会計補正予算事項別明細書









































































































































（一般会計）

１  特　別　職 （単位：千円）

  職  員  数

　　　　　（人） 報　　酬 給   料
 期 末 手 当

 (年間支給率)
  地 域 手 当

そ   の   他
の   手   当

計

補
長　　　　　等 3 0 28,044

14,346
（4.45月分）

2,716 324 45,430 6,930 52,360

正
議　　　　　員 28 155,523 0

69,207
(4.45月分）

0 0 224,730 55,079 279,809

後

そ　　の　　他
の　特　別　職

1,824 123,126 0 0 0 0 123,126 772 123,898

計 1,855 278,649 28,044 83,553 2,716 324 393,286 62,781 456,067

補
長　　　　　等 3 0 29,520

14,346
（4.45月分）

2,716 324 46,906 6,760 53,666

正
議　　　　　員 28 155,523 0

69,207
(4.45月分）

0 0 224,730 55,079 279,809

前

そ　　の　　他
の　特　別　職

1,895 125,717 0 0 0 0 125,717 772 126,489

計 1,926 281,240 29,520 83,553 2,716 324 397,353 62,611 459,964

長　　　　　等 0 0 △ 1,476 0 0 0 △ 1,476 170 △ 1,306

比
議　　　　　員 0 0 0 0 0 0 0 0 0

較

そ　　の　　他
の　特　別　職

△ 71 △ 2,591 0 0 0 0 △ 2,591 0 △ 2,591

計 △ 71 △ 2,591 △ 1,476 0 0 0 △ 4,067 170 △ 3,897

給    与    費    明    細    書

区          分

　給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

 共 済 費 合    計



２  一　般　職

（１）総　括 （単位:千円）

    職   員   数

（人）

補正後 1,370,715

補正前 1,393,965

比  較 △ 23,250

※職員数は一般職と会計年度任用職員の総数

〔職員手当の内訳〕                                                                       （単位:千円） 〔その他の内訳〕 （単位:千円）

区   分 地域手当
管 理 職
手    当

期末手当 勤勉手当 住居手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

管理職
特勤手当

区   分
総合事務

組合負担金

補正後 378,620 82,039 1,078,853 697,521 53,298 464,533 103,621 2,052 10,450 500 補正後 299,409

補正前 388,410 82,839 1,101,953 717,181 57,198 464,533 102,621 2,052 10,450 500 補正前 299,409

比  較 △ 9,790 △ 800 △ 23,100 △ 19,660 △ 3,900 0 1,000 0 0 0 比  較 0

※３節　職員手当等のうち、総合事務組合負担金、児童手当及び費用弁償（通勤費）は職員手当に含まれないため、別書き

86,274 42,790 44,206

1,250 2,100 0

扶養手当
特殊勤務
手    当

児童手当
費用弁償
通勤費

87,524 44,890 44,206

△ 5 0 △ 106,600 △ 55,000 △ 161,600 △ 184,850

1,932 708,571 4,059,196 3,014,011 7,781,778 9,175,743

1,927 708,571 3,952,596 2,959,011 7,620,178 8,990,893

区     分
給            与               費

共　済　費 合     計
報      酬 給       料 職 員 手 当 計



ア  常勤職員等（会計年度任用職員以外）
（単位:千円）

    職   員   数

（人）

補正後 954 ( 64 ) 1,256,924

補正前 954 ( 69 ) 1,280,174

比  較 0 ( △ 5 ) △ 23,250

※括弧内は再任用職員を外書き

〔職員手当の内訳〕                                                                       （単位:千円） 〔その他の内訳〕（単位:千円）

区   分 地域手当
管 理 職
手    当

期末手当 勤勉手当 住居手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

管理職
特勤手当

区   分 児童手当

補正後 363,432 82,039 965,829 697,521 53,298 459,928 96,665 2,052 10,000 500 補正後 44,890

補正前 373,222 82,839 988,929 717,181 57,198 459,928 95,665 2,052 10,000 500 補正前 42,790

比  較 △ 9,790 △ 800 △ 23,100 △ 19,660 △ 3,900 0 1,000 0 0 0 比  較 2,100

※３節　職員手当等のうち、児童手当は職員手当に含まれないため、別書き

イ  会計年度任用職員

（単位:千円）

    職   員   数

（人）

補正後 70 ( 839 ) 113,791

補正前 70 ( 839 ) 113,791

比  較 0 ( 0 ) 0

※括弧内はパートタイム会計年度任用職員を外書き

〔職員手当の内訳〕 （単位:千円） 〔その他の内訳〕 （単位:千円）

区   分 地域手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

区分 児童手当

補正後 15,188 4,605 6,956 450 補正後 0 44,206

補正前 15,188 4,605 6,956 450 補正前 0 44,206

比  較 0 0 0 0 比 較 0 0

※３節　職員手当等のうち、児童手当及び費用弁償（通勤費）は職員手当に含まれないため、別書き

113,024

113,024

0

0 0 0 0 0

期末手当
費用弁償
通勤費

1,127,655

708,571 165,070 140,223 1,013,864 1,127,655

職 員 手 当 計

708,571 165,070 140,223 1,013,864

87,524

86,274

1,250

区     分
給            与               費

共　済　費 合     計
報      酬 給       料

0 △ 106,600 △ 55,000 △ 161,600 △ 184,850

扶養手当
特殊勤務
手    当

0 3,787,526 2,818,788 6,606,314 7,863,238

0 3,894,126 2,873,788 6,767,914 8,048,088

区     分
給            与               費

共　済　費 合     計
報      酬 給       料 職 員 手 当 計



（２）報酬及び給料、職員手当の増減額の明細 （単位:千円）

区   分

  職 員 手 当 △ 55,000

イ  会計年度任用職員分 0

ア  常勤職員等

区   分

  職 員 手 当

イ  会計年度任用職員

区   分

   報    酬 0 ア  常勤職員等分 0

増    減    額 増    減    事    由    別    内    訳

   給    料

   給    料 △ 106,600

  職 員 手 当 0 0

人事異動に伴う減少 △ 106,600

人事異動に伴う減少 △ 55,000

   給    料 0

   報    酬 0

△ 55,000

備             考

イ  会計年度任用職員分 0

0

増    減    額 増    減    事    由    別    内    訳

0

 説            明

イ  会計年度任用職員分 0

 説            明 備             考

増    減    額 増    減    事    由    別    内    訳  説            明 備             考

△ 55,000 ア  常勤職員等分

△ 106,600 ア  常勤職員等分 △ 106,600



（３）給料及び職員手当の状況

ア  職員１人当たり給与 （単位：円）

   平   均   給   料   月   額

令和2年10月1日現在    平   均   給   与   月   額

   平   均   年   齢    （歳）

   平   均   給   料   月   額

令和元年10月1日現在    平   均   給   与   月   額

   平   均   年   齢    （歳）

イ  初任給 （単位：円）

高     校     卒

総合職 186,700
一般職 182,200

ウ  級別職員数

級 級

１  級 187 (0) 19.7 (0) １　級 0 (1) 0.0 (100.0)
２  級 186 (0) 19.6 (0) ２　級 3 （0） 100.0 ( 0)
３  級 248 (63) 26.0 (100.0)
４  級 152 (0) 16.0 (0)

令和2年10月1日現在 ５  級 98 (0) 10.3 (0)
６  級 57 (0) 6.0 (0)
７  級 23 (0) 2.4 (0)

合    計 951 (63) 100.0 (100.0) 合　　計 3 ( １ ) 100.0 (100.0)
１  級 190 (0) 19.9 (0) １　級 1 ( 0 ) 25.0 ( 0)
２  級 178 (0) 18.7 (0) ２　級 3 ( 1 ) 75.0 (100.0)
３  級 223 (71) 23.4 (100.0)
４  級 174 (0) 18.3 (0)

令和元年10月1日現在 ５  級 103 (0) 10.8 (0)
６  級 59 (0) 6.2 (0)
７  級 26 (0) 2.7 (0)

合    計 953 (71) 100.0 (100.0) 合　　計 4 ( 1 ) 100.0 (100.0)
※括弧内は再任用職員を外書き

短　　大　　卒 164,700
保育士等　174,100 

163,100

大     学     卒 183,900

区    　   分 一般行政職等 技能労務職
一  般  行  政  職

150,600

国   の   制   度

151,700

42.29
325,592

区                      分 技   能   労   務    職一  般   行   政   職   等

374,059

構   成   比  （％）
区         分

   職   員   数 （人）

一      般      行      政      職      等

職   員   数  （人）  構   成   比  （％）

技      能      労      務      職

42.50

151,700

50.33

325,782

448,797

430,995

314,475

52.00

323,233
364,416



（級別の基準となる職務）

７   級 ６   級 ５   級 ４   級 ３   級 ２   級 １   級

主 任 主 事 主 　 事

部     長  課     長 副　主　幹 主　　査 主　査　補  ･  ･

主 任 技 師 技 　 師

エ  昇給 （単位：人）

    職       員       数     〔Ａ〕

    昇 給 に 係 る 職 員 数 〔Ｂ〕

１号給

２号給

３号給

４号給

６号給

８号給以上

    比    率    〔Ｂ〕    ／    〔Ａ〕    （％）

    職       員       数     〔Ａ〕

    昇 給 に 係 る 職 員 数 〔Ｂ〕

１号給

２号給

３号給

４号給

６号給

８号給以上

    比    率    〔Ｂ〕    ／    〔Ａ〕    （％）

区         分

0.0%

954

0

3951

0

0

一  般  行  政  職  等 技   能   労  務   職

903

 一  般  行  政  職

区                   分 合        計
代     表     的    な    職    種

0

0 0

0

0

補
正
前

954

　　号給数別内訳

75

823

0
補
正
後 　　号給数別内訳

0.0%

2

0

0

1

0

0 0

0

0

0

0.0%

3

0 0

0

2 0

0

94.7% 94.7% 100.0%

821 2

0

0 0

3

0

0

3

951

0

900 3

74

0



オ  期末手当・勤勉手当 　　　　　　　　　　（単位：月分）

補　正　後 2.250 ( 1.175 ) 2.250 ( 1.175 ) 4.50 ( 2.35 )

補　正　前 2.250 ( 1.175 ) 2.250 ( 1.175 ) 4.50 ( 2.35 )

国  の 制  度 2.250 ( 1.175 ) 2.250 ( 1.175 ) 4.50 ( 2.35 )

※括弧内は再任用職員

カ  定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 　　　　　　　　　　（単位：月分）

２ ０ 年 ２ ５ 年 ３ ５ 年

勤 続 の 者 勤 続 の 者 勤 続 の 者

国  の  制  度

 （支 給 率 等）

キ  地域手当

　支 給 対 象 地 域

  支   給   率  （％） 9.2

  支 給 対 象 職 員 数 （人） 954 (64)

　国の指定基準に基づく支給率（％） 10

※括弧内は再任用職員を外書き

24.586875

33.27075

33.27075

  職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

６       月 １ ２     月

そ  の  他  の  加  算  措  置  等 備　　　考区      分

支  給  率  等 24.586875

区       分

最 高 限 度

支     給     期     別     支     給     率

全     地     域

47.709

47.709

47.709

47.709

支  給  率　計

定年前早期退職特例措置（２％～４５％加算）

定年前早期退職特例措置（２％～４５％加算）

有

有



ク  特殊勤務手当 　　　　　　　　 （単位：％）　

一  般  行  政  職  等 技　能　労　務　職

  給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.01 0.96

  支 給 対 象 職 員 の 比 率 1.8 25.0

 （令和２年10月1日現在 ）

   代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 税務特殊手当、福祉業務手当、防疫作業手当、建築確認業務手当

ケ  その他の手当

区   　  分 国の制度との異同

扶  養  手  当 同　じ

区    分 佐  倉  市

交通機関等 定期券代を全額支給 定期券代　55,000円まで全額支給

通　勤　手　当 異なる

 区                    分 全      職      種
代     表     的    な    職    種

0.02

―

1.9

差    異    の    内    容

普通自動車（2,000円～）
原動機付自転車等（2,000円
～）
自転車（2,000円～）
使用距離に応じて支給

使用距離に応じて支給（2,000円～31,600円）交通用具

国

住　居　手　当 異なる
国佐倉市

２親等内の親族所有の住居は手当の対象外
別居している両親所有の住居を賃貸している場合にも手当を支給
※一定の条件あり。



元年度末

継続費についての平成30年度末までの支出額、令和元年度末までの支出額又は支出額

の見込み及び令和2年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書

30年度末 2年度末2年度 3年度



債務負担行為で令和3年度以降にわたるものについての令和元年度末までの

支出額又は支出額の見込み及び令和2年度以降の支出予定額等に関する調書

令和元年度末までの



令和元年度末までの



〔 既 設 定 分 〕

















（２）佐倉市国民健康保険特別会計予算に関する説明書



令和２年度佐倉市国民健康保険特別会計補正予算事項別明細書





























債務負担行為で令和3年度以降にわたるものについての令和元年度末までの

支出額又は支出額の見込み及び令和2年度以降の支出予定額等に関する調書

令和元年度末までの



（３）佐倉市農業集落排水事業特別会計予算に関する説明書



令和２年度佐倉市農業集落排水事業特別会計補正予算事項別明細書













（農業集落排水特別会計）
１  一 般 職

（１）総　括 （単位:千円）

    職   員   数

（人）

補正後 1 ( 0 ) 1,494

補正前 1 ( 0 ) 1,994

比  較 0 ( 0 ) △ 500

※括弧内は再任用職員を外書き
※常勤職員等のみ

〔職員手当の内訳〕 （単位:千円） 〔その他の内訳〕 （単位:千円）

区   分 地域手当 期末手当 区   分
総合事務

組合負担金

補正後 310 805 558 96 118 補正後 336

補正前 410 1,105 1,008 96 118 補正前 336

比  較 △ 100 △ 300 △ 450 0 0 比  較 0

※３節　職員手当等のうち、総合事務組合負担金及び児童手当は職員手当に含まれないため、別書き

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区   分

   給    料 △ 1,500

  職 員 手 当 △ 850△ 850

       説            明増    減    事    由    別    内    訳

7,604

児童手当

△ 1,500 人事異動に伴う減少

勤勉手当
時 間 外
勤務手当

2,007 5,254

4,747 2,857

120

△ 2,850

（単位:千円）

         備             考

報      酬 給       料

6,748

△ 1,500 △ 850 △ 2,350

給    与    費    明    細    書

職 員 手 当
合     計

給            与               費

計
共　済　費区     分

9,598

3,247

120

0

人事異動に伴う減少

扶養手当

120

120

増    減    額

通勤手当

0



（３）給料及び職員手当の状況

ア  職員１人当たり給与 （単位：円）

   平   均   給   料   月   額

令和2年１0月１日現在    平   均   給   与   月   額

   平   均   年   齢    （歳）

   平   均   給   料   月   額

令和元年１0月１日現在    平   均   給   与   月   額

   平   均   年   齢    （歳）

イ  初任給 （単位：円）

高     校     卒

総合職 186,700
一般職 182,200

ウ  級別職員数

級

１  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )
２  級 1 (  0  ) 100.0 (  0  )
３  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )
４  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )

令和2年１0月１日現在 ５  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )
６  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )
７  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )

合    計 1 (  0  ) 100.0 (  0  )
１  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )
２  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )
３  級 1 (  0  ) 100.0 (  0  )
４  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )

令和元年１0月１日現在 ５  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )
６  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )
７  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )

合    計 1 (  0  ) 100.0 (  0  )
※括弧内は再任用職員を外書き

33.00
368,300

区    　   分 一   般   行   政   職　等

区         分
   職   員   数 （人）

一      般      行      政      職      等

  構   成   比  （％）

48.00

151,700

区                      分 一  般   行   政   職   等

249,400
400,812

大     学     卒 183,900

国   の   制   度

一  般  行  政  職

150,600

495,846



（級別の基準となる職務）

７   級 ６   級 ５   級 ４   級 ３   級 ２   級 １   級

主 任 主 事 主 　 事

部     長  課     長 副　主　幹 主　　査 主　査　補  ･  ･

主 任 技 師 技 　 師

エ  昇給 （単位：人）

    職       員       数     〔Ａ〕

    昇 給 に 係 る 職 員 数 〔Ｂ〕

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給

６号給

    比    率    〔Ｂ〕    ／    〔Ａ〕    （％）

    職       員       数     〔Ａ〕

    昇 給 に 係 る 職 員 数 〔Ｂ〕

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給

６号給

    比    率    〔Ｂ〕    ／    〔Ａ〕    （％） 100.0%

0

0

0
　　号給数別内訳

0

1

補
正
前

1

0
補
正
後 　　号給数別内訳

0.0%

0

0

0

1

区         分

1

0

0

 一  般  行  政  職

区                   分 合        計

0

0



オ  期末手当・勤勉手当 　　　　　　　　　　（単位：月分）

補　正　後 2.250 ( 1.175 ) 2.250 ( 1.175 ) 4.50 ( 2.35 )

補　正　前 2.250 ( 1.175 ) 2.250 ( 1.175 ) 4.50 ( 2.35 )

国  の 制  度 2.250 ( 1.175 ) 2.250 ( 1.175 ) 4.50 ( 2.35 )

※括弧内は再任用職員

カ  定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 　　　　　　　　　　（単位：月分）

２ ０ 年 ２ ５ 年 ３ ５ 年

勤 続 の 者 勤 続 の 者 勤 続 の 者

国  の  制  度

 （支 給 率 等）

キ  地域手当

　支 給 対 象 地 域

  支   給   率  （％） 9.2

  支 給 対 象 職 員 数 （人） 1

　国の指定基準に基づく支給率（％） 10

全     地     域

47.709

47.709

47.709

47.709

支  給  率　計

定年前早期退職特例措置（２％～４５％加算）

定年前早期退職特例措置（２％～４５％加算）

有

有

区      分

支  給  率  等 24.586875

区       分

最 高 限 度

支     給     期     別     支     給     率

24.586875

33.27075

33.27075

  職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

６       月 １ ２     月

そ  の  他  の  加  算  措  置  等 備　　　考



ク  特殊勤務手当 　　　　　　　　 （単位：％）　

  給 料 総 額 に 対 す る 比 率

  支 給 対 象 職 員 の 比 率

 （令和２年10月１日現在 ）

   代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 

ケ  その他の手当

区   　  分 国の制度との異同

扶  養  手  当 同　じ

区    分 佐  倉  市

交通機関等 定期券代を全額支給 定期券代　55,000円まで全額支給

通　勤　手　当 異なる

差    異    の    内    容

異なる

国

交通用具

普通自動車（2,000円～）
原動機付自転車等（2,000円
～）
自転車（2,000円～）
使用距離に応じて支給

使用距離に応じて支給（2,000円～31,600円）

住　居　手　当

 区                    分 全      職      種

-

―

-

佐倉市 国

２親等内の親族所有の住居は手当の対象外
別居している両親所有の住居を賃貸している場合にも手当を支給
※一定の条件あり。



債務負担行為で令和3年度以降にわたるものについての令和元年度末までの

支出額又は支出額の見込み及び令和2年度以降の支出予定額等に関する調書

令和元年度末までの





（４）佐倉市介護保険特別会計予算に関する説明書



令和２年度佐倉市介護保険特別会計補正予算事項別明細書

















































（介護保険特別会計）

１  特　別　職 （単位：千円）

給   料

補
長　　　　　等

正
議　　　　　員

後

そ　　の　　他
の　特　別　職

70 25,874 25,874 25,874

計 70 25,874 25,874 25,874

補
長　　　　　等

正
議　　　　　員

前

そ　　の　　他
の　特　別　職

70 28,898 28,898 28,898

計 70 28,898 28,898 28,898

長　　　　　等

比
議　　　　　員

較

そ　　の　　他
の　特　別　職

0 △ 3,024 △ 3,024 △ 3,024

計 0 △ 3,024 △ 3,024 △ 3,024

　給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

 共 済 費

給    与    費    明    細    書

区          分 合    計
職  員  数

（人） 報　　酬
 期 末 手 当

 (年間支給率)
  地 域 手 当

そ   の   他
の   手   当

計



２  一　般　職

（１）総　括 （単位:千円）

    職   員   数

（人）

補正後 36,447

補正前 35,947

比  較 500

職員数は一般職と会計年度任用職員の総数

〔職員手当の内訳〕                                                                       （単位:千円） 〔その他の内訳〕 （単位:千円）

区   分 地域手当
管 理 職
手    当

期末手当 勤勉手当 住居手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

管理職
特勤手当

区   分
総合事務

組合負担金

補正後 9,396 639 28,007 18,042 2,268 10,270 2,678 384 0 0 本年度 6,579 2,743

補正前 9,396 639 28,835 18,042 2,268 10,270 2,678 384 0 0 前年度 6,579 2,743

比  較 0 0 △ 828 0 0 0 0 0 0 0 比  較 0 0

※３節　職員手当等のうち、総合事務組合負担金、児童手当及び費用弁償（通勤費）は職員手当に含まれないため、別書き

1,152 870

△ 400 △ 300

扶養手当
特殊勤務
手    当

児童手当
費用弁償
通勤費

752 570

1 △ 4,166 0 △ 1,228 △ 5,394 △ 4,894

54 41,683 100,334 73,664 215,681 251,628

55 37,517 100,334 72,436 210,287 246,734

区     分
給            与               費

共　済　費 合     計
報      酬 給       料 職 員 手 当 計



ア  常勤職員等（会計年度任用職員以外）
（単位:千円）

    職   員   数

（人）

補正後 26 ( 3 ) 32,167

補正前 25 ( 2 ) 31,667

比  較 1 ( 1 ) 500

※括弧内は再任用職員を外書き

〔職員手当の内訳〕                                                                       （単位:千円） 〔その他の内訳〕（単位:千円）

区   分 地域手当
管 理 職
手    当

期末手当 勤勉手当 住居手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

管理職
特勤手当

区   分 児童手当

補正後 9,396 639 25,209 18,042 2,268 10,270 2,678 384 0 0 補正後 570

補正前 9,396 639 25,209 18,042 2,268 10,270 2,678 384 0 0 補正前 870

比  較 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 比  較 △ 300

※３節　職員手当等のうち、児童手当は職員手当に含まれないため、別書き

イ  会計年度任用職員

（単位:千円）

    職   員   数

（人）

補正後 0 ( 26 ) 4,280

補正前 0 ( 27 ) 4,280

比  較 0 ( △ 1 ) 0

※括弧内はパートタイム会計年度任用職員を外書き

〔職員手当の内訳〕 （単位:千円） 〔その他の内訳〕

区   分 地域手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

区分 児童手当

補正後 0 0 0 0 補正後 0 2,743

補正前 0 0 0 0 補正前 0 2,743

比  較 0 0 0 0 比 較 0 0

※３節　職員手当等のうち、児童手当及び費用弁償（通勤費）は職員手当に含まれないため、別書き

2,798

3,626

△ 828

△ 4,166 0 △ 4,994 △ 4,994

期末手当
費用弁償
通勤費

0 2,798 40,315 44,595

41,683 0 3,626 45,309 49,589

△ 828

給            与               費
共　済　費 合     計

報      酬 給       料 計

37,517

区     分
職 員 手 当

752

1,152

△ 400

0 △ 400 △ 400 100

扶養手当
特殊勤務
手    当

100,334 69,638 169,972 202,139

100,334 70,038 170,372 202,039

区     分
給            与               費

共　済　費 合     計
報      酬 給       料 職 員 手 当 計



（２）給料及び職員手当の増減額の明細 （単位:千円）

区   分

　 給    料

イ  会計年度任用職員分

ア  常勤職員等

区   分

  職 員 手 当 △ 400

イ  会計年度任用職員

区   分

イ  会計年度任用職員分 △ 828

  職 員 手 当 △ 828 認定調査事業に係る減分 △ 828

備             考

　 報    酬 △ 4,166 認定調査事業に係る減分 △ 4,166

増    減    額 増    減    事    由    別    内    訳

増    減    事    由    別    内    訳  説            明

   給    料 0 0

 説            明

備             考

   報    酬 △ 4,166 ア  常勤職員等分 0

イ  会計年度任用職員分 △ 4,166

   職 員 手 当 △ 1,228

0

0

増    減    額 増    減    事    由    別    内    訳

ア  常勤職員等分

ア  常勤職員等分 △ 400

 説            明 備             考

人事異動に伴う減少△ 400

0

増    減    額



（３）給料及び職員手当の状況

ア  職員１人当たり給与 （単位：円）

   平   均   給   料   月   額

令和2年10月1日現在    平   均   給   与   月   額

   平   均   年   齢    （歳）

   平   均   給   料   月   額

令和元年10月1日現在    平   均   給   与   月   額

   平   均   年   齢    （歳）

イ  初任給 （単位：円）

高     校     卒

総合職 186,700
一般職 182,200

ウ  級別職員数

級

１  級 7 (  0  ) 26.9 (  0  )
２  級 4 (  0  ) 15.4 (  0  )
３  級 9 (  3  ) 34.6 (100.0)
４  級 3 (  0  ) 11.5 (  0  )

令和2年10月1日現在 ５  級 2 (  0  ) 7.7 (  0  )
６  級 1 (  0  ) 3.9 (  0  )
７  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )

合    計 26 (  3  ) 100.0 ( 100.0 )
１  級 6 (  0  ) 24.0 (  0  )
２  級 3 (  0  ) 12.0 (  0  )
３  級 10 (  2  ) 40.0 (100.0)
４  級 2 (  0  ) 8.0 (  0  )

令和元年10月1日現在 ５  級 3 (  0  ) 12.0 (  0  )
６  級 1 (  0  ) 4.0 (  0  )
７  級 0 (  0  ) 0.0 (  0  )

合    計 25 (  2  ) 100.0 ( 100.0 )
※括弧内は再任用職員を外書き

区                      分 一  般   行   政   職   等

307,562
404,496

大     学     卒 183,900

国   の   制   度

一  般  行  政  職

150,600

419,081

40.64
306,508

区    　   分 一   般   行   政   職　等

区         分
   職   員   数 （人）

一      般      行      政      職      等

  構   成   比  （％）

38.72

151,700



（級別の基準となる職務）

７   級 ６   級 ５   級 ４   級 ３   級 ２   級 １   級

主 任 主 事 主 　 事

部     長  課     長 副　主　幹 主　　査 主　査　補  ･  ･

主 任 技 師 技 　 師

エ  昇給 （単位：人）

    職       員       数     〔Ａ〕

    昇 給 に 係 る 職 員 数 〔Ｂ〕

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給

６号給

    比    率    〔Ｂ〕    ／    〔Ａ〕    （％）

    職       員       数     〔Ａ〕

    昇 給 に 係 る 職 員 数 〔Ｂ〕

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給

６号給

    比    率    〔Ｂ〕    ／    〔Ａ〕    （％）

25

区         分

26

0

0

0

25

 一  般  行  政  職

区                   分 合計

0

0

補
正
前

0
　　号給数別内訳

1

100.0%

0

0

24

0
補
正
後 　　号給数別内訳

0.0%

0

0



オ  期末手当・勤勉手当 　　　　　　　　　　（単位：月分）

補　正　後 2.250 ( 1.175 ) 2.250 ( 1.175 ) 4.50 ( 2.35 )

補　正　前 2.250 ( 1.175 ) 2.250 ( 1.175 ) 4.50 ( 2.35 )

国  の 制  度 2.250 ( 1.175 ) 2.250 ( 1.175 ) 4.50 ( 2.35 )

※括弧内は再任用職員

カ  定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 　　　　　　　　　　（単位：月分）

２ ０ 年 ２ ５ 年 ３ ５ 年

勤 続 の 者 勤 続 の 者 勤 続 の 者

国  の  制  度

 （支 給 率 等）

キ  地域手当

　支 給 対 象 地 域

  支   給   率  （％） 9.2

  支 給 対 象 職 員 数 （人） 26 (3)

　国の指定基準に基づく支給率（％） 10

※括弧内は再任用職員を外書き

24.586875

33.27075

33.27075

  職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

６       月 １ ２     月

そ  の  他  の  加  算  措  置  等 備　　　考区      分

支  給  率  等 24.586875

区       分

最 高 限 度

支     給     期     別     支     給     率

全     地     域

47.709

47.709

47.709

47.709

支  給  率　計

定年前早期退職特例措置（２％～４５％加算）

定年前早期退職特例措置（２％～４５％加算）

有

有



ク  特殊勤務手当 　　　 （単位：％）　

  給 料 総 額 に 対 す る 比 率

  支 給 対 象 職 員 の 比 率

 （令和2年10月１日現在 ）

   代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 

ケ  その他の手当

区   　  分 国の制度との異同

扶  養  手  当 同　じ

区    分 佐  倉  市

交通機関等 定期券代を全額支給 定期券代　55,000円まで全額支給

通　勤　手　当 異なる

国

交通用具

普通自動車（2,000円～）
原動機付自転車等（2,000円
～）
自転車（2,000円～）
使用距離に応じて支給

使用距離に応じて支給（2,000円～31,600円）

住　居　手　当

 区                    分 全      職      種

-

―

-

差    異    の    内    容

異なる

佐倉市 国

２親等内の親族所有の住居は手当の対象外
別居している両親所有の住居を賃貸している場合にも手当を支給
※一定の条件あり。



債務負担行為で令和3年度以降にわたるものについての令和元年度末までの

支出額又は支出額の見込み及び令和2年度以降の支出予定額等に関する調書

令和元年度末までの







（５）佐倉市後期高齢者医療特別会計予算に関する説明書



令和２年度佐倉市後期高齢者医療特別会計補正予算事項別明細書
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